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令和 3 年 3 月 31 日に主権者教育推進会議から出された「今後の主権者教育の推進に向けて（最終報告）」では、主権者教育を

充実するためには、幼少期の頃から主権者としての意識を涵養するとともに、小・中学校の段階から指導の充実を図ることが重

要であると述べられている。この報告に関して、以下の問に答えなさい。 
 
問：「今後の主権者教育の推進に向けて（最終報告）」では学習指導について、以下のように明記されている。主権者教育を推進

するために、あなたの学校ではどのような授業や取組が構想できますか。教科や教科外活動などを例として挙げ、具体的に授業

の展開や取組の工夫について 1200 字程度で説明しなさい。 
 
 

〇 （前略）社会科や公民科のみならず家庭科、特別の教科 道徳、特別活動や総合的な学習（探究）の時間等を中心に新

学習指導要領に示す既存の内容のうち主権者教育に関わる内容相互の関連を図るなど、児童生徒の学習負担にも配慮

しつつ教育課程全体を通じた指導の充実を図ることも合わせて重要である。特に、児童生徒にとって身近な社会であ

る学校生活の充実と向上を図ることを目指す児童会活動、生徒会活動やボランティア活動などの活動は主権者として

の意識を涵養する上で大変重要であり、これらの活動の充実を図ることが求められる。 
〇 各学校において、例えば、児童生徒の議論を活性化する上で必要なファシリテーションに関する指導方法の開発な

ど、効果的な指導を行うために必要な力量形成を教師に図ることが可能となるよう、その内容を工夫することが重要

である。 
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【出題の意図】 

選挙権年齢が満 18歳に引き下げられ、令和 4年度から民法に規定される成年年齢が

満 18歳に引き下げられたことを念頭に、小・中学校の段階から指導の充実を図ること

が求められる主権者教育について、日本の学校教育を担う教員として、具体的にどのよ

うな実践イメージを持つのかを問う問題となっている。 

第一に主権者教育の必要性や社会の情勢を踏まえた理解について、第二にこれまでに

現任校で実践してきた、あるいは実践できそうな取組みについて、具体的に記述できる

こと、第三にそれらの具体的な取組みが「主権者教育」としてどのように意義づけられ

るのかについて論理的に記述できることが期待される。 




